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（２）①将来減算一時差異 

（１）会計上と税務
上の差異のうち、
将来の課税所得

（税金）を増減させ
る効果があるか。 

YES 

YES 

 
法定実効税率の算定 

 

（２）②将来加算一時差異 （３）一時差異に準ずるもの 

NO 

課税所得（税金） 
が増加 

（４）永久差異 

 
（１）回収可能性考慮前・繰延税金資産の算定 

 
 （【STEP１】で集計した将来減算一時差異＋【STEP１】で集計した一時差異に準ずるもの） 
                                                  ×法定実効税率 

 
（２）繰延税金負債の算定 

 
【STEP１】で集計した将来加算一時差異×法定実効税率 

税効果会計の対象 

（１）繰越欠損金等
に該当するか。 

NO 

（２）一時差異が解消
するときの課税所得
（税金）に対する影響

は？ 

（２）一時差異 

課税所得（税金） 
が減少 
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（２）回収可能性の検討 
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（１）①企業の分類の決定 

 

（１）②分類５ （１）②分類４ 

（１）②分類３又は分類
４の要件に該当するが、
分類３して取り扱う場

合 

（１）②分類２又は分類
４の要件に該当するが、
分類２として取り扱う場

合 

（１）②分類１ 

 
①一時差異等の解消のスケジューリング 

 

②将来減算一時差異と将来加算一時差異の解消年度ごとの相殺 

③将来減算一時差異と繰戻・繰越期間内の将来加算一時差異との相殺 

④将来の一時差異等加減算前課税所得の見積額の算定 

⑤将来減算一時差異と一時差異等加減算前課税所得の解消年度ごとの相殺 

⑥将来減算一時差異と繰戻・繰越期間内の一時差異等加減算前課税所得との
相殺 

⑦回収可能性のある繰延税金資産及び 
回収可能性のない繰延税金資産（評価性引当額）の算定 

（３）支払可能性の検討 
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（１）繰延税金資産及び繰延税金負債（その他有価証券評価差額金等の直接純資産の部に計上され、  
課税所得の計算に含まれないものに係る税効果を除く）の計上  

 
       
             【会計処理】 （借方）繰延税金資産   ××× （貸方）法人税等調整額  ××× 
                      （借方）法人税等調整額  ××× （貸方）繰延税金負債    ××× 

 
（２）直接純資産の部に計上され、課税所得の計算に含まれないものに係る税効果 

－ その他有価証券評価差額金の場合 － 
 

     【会計処理（時価＞取得価額の場合）】 （借方）投資有価証券  ××× （貸方）その他有価証券評価差額金  ××× 
                                                               繰延税金負債             ××× 

（３）繰延税金資産と繰延税金負債の相殺 


